
小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例施行規則 (平成26年３月31日規則第５号)

最終改正:令和３年７月13日規則第39号

改正内容:令和３年７月13日規則第39号

○小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例施行規則

平成26年３月31日規則第５号

改正

平成28年３月31日規則第９号

平成29年３月31日規則第32号

平成29年６月30日規則第48号
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小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条　この規則は、小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例（平成26年小田原市条例第21号。以下「条例」という。）の施

行に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（再生可能エネルギー事業に対する支援）

第３条　条例第９条の支援は、奨励金の交付又は再生可能エネルギー事業に関する情報の提供により行うものとする。

（市民参加型再生可能エネルギー事業の認定要件）

第４条　条例第10条第１号に規定する規則で定めるものは、次の各号のいずれかに掲げるものによって実施される事業とする。

(１)　本市の認可を受けた認可地縁団体（地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第７項に規定する認可地縁団体をいう。）

(２)　主に市民で構成される団体であり、かつ、次のいずれかに該当する団体（法人でない団体にあっては、代表者が市民である団体で、代表

者及び団体の運営に関する規約等を定めているものに限る。）

ア　営利を目的としない団体

イ　営利を目的とする団体であって、その収益の一部を地域社会に貢献する活動として市長が認めるものに充てるもの

(３)　次のいずれかに該当する方法により再生可能エネルギー事業の実施に必要な資金を調達し再生可能エネルギー事業を実施する事業者

ア　出資の募集（市民30人以上を含む50人以上の者から出資を受けた場合に限る。）

イ　債券の発行（30人以上の市民が当該債券を取得した場合に限る。）

ウ　寄附金の募集（100人以上の市民がそれぞれ3,000円以上の寄附をした場合に限る。）

２　条例第10条第２号に規定する規則で定めるものは、常用電源が停電した場合に再生可能エネルギー事業に係る設備から地域の住民又は

地域内の施設に電気又は熱を供給することが可能な事業その他市長が認める事業とする。

３　条例第10条第３号に規定する規則で定めるものは、市内に事業所を置く事業者への再生可能エネルギー事業に係る設備の材料及び工事の

発注又は維持管理の発注を伴う事業であって、地域の経済の活性化に資すると市長が認める事業とする。

４　条例第10条第４号に規定する規則で定めるものは、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23年法律第108号）

第３条第２項に規定する調達期間（条例第２条第５号イ又はウに掲げる事業にあっては、当該事業に係る設備の耐用年数を勘案して市長が定

める期間）において、安定的な事業運営をすることができる見込みがある事業とする。

（認定の申請）

第５条　条例第11条第１項の規定による申請をしようとするものは、市民参加型再生可能エネルギー事業認定申請書（様式第１号）に、次に掲

げる書類（個人にあっては第１号から第３号までに掲げる書類を除き、法人にあっては第３号に掲げる書類を除き、条例第２条第５号イ又はウ

に掲げる事業に係る申請にあっては第４号及び第６号に掲げる書類を除く。）を添えて市長に提出しなければならない。

(１)　登記事項証明書（法人でない団体にあっては、その団体の代表者、主たる事務所の所在地及び運営に関する規約等）

(２)　役員等氏名一覧表（様式第２号）

(３)　団体の代表者の住民票の写し

(４)　認定発電設備であることを証する書類の写し

(５)　再生可能エネルギー事業に係る設備の内容がわかる書類

(６)　特定契約を締結していることを証する書類

(７)　再生可能エネルギー事業に係る設備の配置図（当該事業用地の面積及び各設備の位置を明示すること。）

(８)　再生可能エネルギー事業に係る設備の設置後の写真

(９)　事業概要書（様式第３号）

(10)　事業収支計画書

(11)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　市長は、条例第10条の認定をしたときは、申請者に市民参加型再生可能エネルギー事業認定通知書（様式第４号）を交付するものとする。

（変更の申請等）

第６条　条例第12条第１項の変更の認定の申請をしようとするものは、市民参加型再生可能エネルギー事業変更認定申請書（様式第５号）に、

当該変更の内容を証する書類を添えて市長に提出しなければならない。



２　市長は、条例第12条第１項の変更の認定をしたときは、申請者に市民参加型再生可能エネルギー事業変更認定通知書（様式第６号）を交付

するものとする。

３　条例第12条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。

(１)　役員の変更（法人でない団体にあっては、その団体の規約等に定めている者の変更（代表者が市民以外の者に変更される場合を除

く。））

(２)　住所又は主たる事務所の所在地（法人でない団体にあっては、代表者の住所）の変更（市外への移転を除く。）

(３)　前２号に掲げるもののほか、市長が軽微な変更と認める事項の変更

４　条例第12条第２項に規定する届出は、軽微な変更届（様式第７号）により行うものとする。

（認定の承継）

第７条　条例第13条第１項の承継の承認の申請をしようとするものは、市民参加型再生可能エネルギー事業認定承継承認申請書（様式第８号）

に、第５条第１項各号に掲げる書類（個人にあっては同項第１号から第３号までに掲げる書類を除き、法人にあっては同項第３号に掲げる書類

を除き、条例第２条第５号イ又はウに掲げる事業に係る申請にあっては同項第４号及び第６号に掲げる書類を除く。）を添えて市長に提出しな

ければならない。

２　市長は、条例第13条第１項の承認をしたときは、申請者に市民参加型再生可能エネルギー事業認定承継承認通知書（様式第９号）を交付す

るものとする。

（認定の取消し）

第８条　市長は、条例第15条の規定により認定を取り消したときは、当該認定を取り消したものに市民参加型再生可能エネルギー事業認定取

消通知書（様式第10号）を交付するものとする。

（市民参加型再生可能エネルギー事業に対する支援）

第９条　条例第17条の支援は、奨励金の交付又は再生可能エネルギー事業に関する情報の提供により行うものとする。

（書類の提出部数）

第10条　第５条第１項、第６条第１項及び第７条第１項の規定により市長に提出する書類の部数は、２部とする。

（委任）

第11条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

附　則（平成28年３月31日規則第９号）

この規則は、平成28年４月１日から施行する。

附　則（平成29年３月31日規則第32号）

（施行期日）

１　この規則は、平成29年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の規定に定める様式に基づいて調製された用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附　則（平成29年６月30日規則第48号）

この規則は、平成29年７月１日から施行する。

附　則（令和３年６月30日規則第32号）

（施行期日）

１　この規則は、令和３年７月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の規定に定める様式に基づいて調製された用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附　則（令和３年７月13日規則第39号）

この規則は、令和４年４月１日から施行する。



様式第１号（第５条関係）



様式第２号（第５条、第７条関係）



様式第３号（第５条、第７条関係）





様式第４号（第５条関係）



様式第５号（第６条関係）



様式第６号（第６条関係）



様式第７号（第６条関係）



様式第８号（第７条関係）



様式第９号（第７条関係）



様式第10号（第８条関係）


